
事業目的

事業概要

本事業では、相手国のインフラ計画の構想段階から関与しつつ、日本企業のイン

フラ案件の受注・事業化につなげていくため、以下の取組を行います。

①特定開発地域のインフラ整備計画の策定等調査

　特定開発地域のインフラ整備計画の策定等調査を民間事業者等に委託しま

す。

②事業実施可能性調査(F/S)及びプロモーション活動

　民間事業者等が個別のインフラ案件のF/S調査等を実施するための費用や、

F/S調査の成果を相手国に働きかけていくためのプロモーションを実施するための

費用を補助します。

相手国の経済発展に貢献するとともに、我が国の力強い経済成長につなげるた

め、我が国の質の高いインフラの海外展開を促進することを目的とします。

成果目標

平成28年度から令和7年度までの10年間の事業であり、最終的には、以下を目指し

ます。

①特定開発地域のインフラ整備計画の策定等調査については、調査終了後、その

80%について、相手国政府の事業に活用されること又は日本企業に活用されること。

②事業実施可能性調査（F/S）については、調査終了後5年以内に、採択件数の

20％の案件について、受注等に至ること。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

貿易経済協力局貿易振興課

令和５年度概算要求額 8.0 億円 ( ）7.5 億円

質の高いインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査等事業

国

民間事業者 民間企業等

補助
(定額）

補助
（大企業等1/2、中小企業2/3）

民間企業等

委託(1)

(2)
新交通システムの整備

データ解析によるインフラO&Mの展開


